
令
和
元
年
七
月
五
日
受
領

答
弁
第
二
八
七
号

内
閣
衆
質
一
九
八
第
二
八
七
号

令
和
元
年
七
月
五
日

内
閣
総
理
大
臣

安

倍

晋

三

衆

議

院

議

長

大

島

理

森

殿

衆
議
院
議
員
緑
川
貴
士
君
提
出
年
金
財
政
検
証
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
緑
川
貴
士
君
提
出
年
金
財
政
検
証
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

御
指
摘
の
「
い
わ
ゆ
る
モ
デ
ル
世
帯
は
「
四
十
年
間
会
社
に
勤
め
、
ボ
ー
ナ
ス
込
み
の
手
取
り
平
均
月
額
が
三
十
四
万
八

千
円
だ
っ
た
夫
と
、
四
十
年
間
専
業
主
婦
だ
っ
た
妻
」
で
あ
り
、
夫
が
厚
生
年
金
、
妻
が
基
礎
年
金
と
し
て
い
る
」
の
意
味

す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
国
民
年
金
及
び
厚
生
年
金
保
険
の
給
付
に
つ
い
て
は
、
国
民
年
金
法
等
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
六
年
法
律
第
百
四
号
）
附
則
第
二
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
額
と
同
項
第
二
号
に
掲
げ

る
額
と
を
合
算
し
て
得
た
額
（
以
下
「
所
得
代
替
率
の
算
定
に
用
い
る
年
金
額
」
と
い
う
。
）
の
同
項
第
三
号
に
掲
げ
る
額

に
対
す
る
比
率
（
以
下
「
所
得
代
替
率
」
と
い
う
。
）
が
、
そ
れ
ら
の
給
付
水
準
を
示
す
指
標
の
役
割
を
果
た
し
て
い
る
と

こ
ろ
で
あ
る
が
、
こ
れ
は
実
在
す
る
特
定
の
世
帯
に
係
る
も
の
を
想
定
し
て
算
定
し
て
い
る
も
の
で
は
な
い
た
め
、
所
得
代

替
率
の
算
定
に
用
い
る
世
帯
の
数
を
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

二
に
つ
い
て

御
指
摘
の
「
モ
デ
ル
世
帯
に
よ
っ
て
機
械
的
に
算
出
さ
れ
る
将
来
の
年
金
受
給
額
も
同
様
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず

し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
高
齢
期
の
生
活
は
多
様
で
あ
っ
て
そ
れ
ぞ
れ
の
方
々
が
望
ま
し
い
と
考
え
る
生
活
水
準
や
働
き

一



方
の
希
望
、
収
入
、
資
産
の
状
況
も
様
々
で
あ
る
中
、
御
指
摘
の
「
報
告
書
」
に
つ
い
て
は
、
総
務
省
の
家
計
調
査
年
報
（
家

計
収
支
編
）
平
成
二
十
九
年
（
二
千
十
七
年
）
に
お
け
る
高
齢
夫
婦
無
職
世
帯
の
実
収
入
の
月
平
均
額
と
実
支
出
の
月
平
均

額
と
の
差
に
基
づ
き
、
あ
た
か
も
、
公
的
年
金
中
心
の
生
活
で
は
、
生
活
費
が
月
五
万
円
足
り
ず
、
老
後
三
十
年
で
は
二
千

万
円
足
り
な
い
か
の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
て
お
り
、
世
間
に
著
し
い
誤
解
や
不
安
を
与
え
、
こ
れ
ま
で
の
政
府
の
政
策
ス
タ
ン

ス
と
も
異
な
る
た
め
、
不
適
切
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
の
に
対
し
、
所
得
代
替
率
の
算
定
に
用
い
る
年
金
額
に
つ
い
て

は
、
一
に
つ
い
て
で
述
べ
た
と
お
り
で
あ
り
、
不
適
切
と
は
考
え
て
い
な
い
。

三
に
つ
い
て

御
指
摘
の
「
報
告
書
原
案
」
に
お
け
る
「
記
述
」
は
、
年
金
の
給
付
水
準
に
つ
い
て
の
「
期
待
」
に
つ
い
て
言
及
し
た
客

観
的
と
は
言
え
な
い
記
述
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
事
務
局
で
あ
る
金
融
庁
に
お
い
て
、
報
告
書
全
体
に
つ
い
て
見
直
し
を
行

っ
た
結
果
、
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
報
告
書
に
は
当
該
「
記
述
」
は
記
載
さ
れ
て
い
な
い
。

四
に
つ
い
て

お
尋
ね
に
つ
い
て
は
、
仮
定
の
質
問
で
あ
る
た
め
、
お
答
え
す
る
こ
と
は
差
し
控
え
た
い
。
な
お
、
国
民
年
金
法
（
昭
和

三
十
四
年
法
律
第
百
四
十
一
号
）
第
四
条
の
三
第
一
項
及
び
厚
生
年
金
保
険
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
十
五
号
）
第
二

二



条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
政
府
は
少
な
く
と
も
五
年
ご
と
に
国
民
年
金
事
業
及
び
厚
生
年
金
保
険
事
業
の
財
政
の
現

況
及
び
見
通
し
（
以
下
「
財
政
検
証
」
と
い
う
。
）
を
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
お
り
、
財
政
検
証
に
つ
い
て

は
、
現
在
そ
の
作
成
の
作
業
を
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
政
府
と
し
て
は
、
制
度
改
正
の
議
論
に
資
す
る
財
政
検
証
を

行
う
こ
と
は
重
要
と
考
え
て
お
り
、
必
要
な
検
証
作
業
が
終
わ
り
次
第
、
公
表
す
る
こ
と
を
予
定
し
て
い
る
。

三


